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1.   総合的雇用指標について

昨年の「労働白書」で,雇用・失業動向を総合的に把握するための指標としてアメリカのコンポジット,イ
ンデックスの手法をわが国の雇用,失業指標に適用し,雇用調整指標,総合雇用指標,基幹雇用指標の3つの総
合的雇用指標を試算した。本年は,これらの指標について以下のとおり若干の改善を試みた。
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1.   総合的雇用指標について
(1)   雇用調整指標

雇用調整指標については,離職率(製造業)を構成指標からはずし,入職率(製造業),所定外労働時間指数(製造
業)[いずれも労働省「毎月勤労統計」] ,新規求人数[労働省「職業安定業務統計」]の3つの指標を構成指標
とした。離職率を除外した理由は,離職率の変動が他の指標とは異なって好況,不況の局面でそれぞれ異
なった意味で上昇する性格があるからである。

それは離職者に転職のための自発的離職者が含まれるため,離職率は不況時に非自発的な離職者の増加に
よって上昇するだけでなく,好況時にも自発的離職者が増加することによって上昇するからである。また,
入職率と所定外労働時間指数については昨年同様製造業でとっているが,これは雇用調整指標に先行性を
持たせるうえで好ましいと考えられるからである。

第1表 雇用調整指標

第2表 雇用調整指標
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1.   総合的雇用指標について
(2)   総合雇用指標

総合雇用指標の構成指標は常用雇用指数(サービス業を除く調査産業計)〔労働者「毎月勤労統計」〕,完
全失業者数〔総理府統計局「労働力調査」〕有効求人率〔労働省「職業安定業務統計」〕である。昨年
と異なるのは,常用雇用指数を製造業ではなくサービス業を除く調査産業計としたこと,完全失業率を完全
失業者数に代えたことである。常用雇用指数の産業の範囲を広げたのはこの指標の総合性を明確にする
ためであり,完全失業率を完全失業者数に代えたのは常用雇用指数にあわせて水準の変化をみるためであ
る。

第3表 総合雇用指標

第4表 基幹雇用指標
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1.   総合的雇用指標について
(3)   基幹雇用指標

基幹雇用指標は,昨年と同じく40歳以上の完全失業率〔総理府統計局「労働力調査」〕,男子ホワイトカ
ラーの雇用指数(製造業),重化学工業部門の雇用指数〔いずれも労働省「毎月勤労統計」〕を構成指標と
している。この指標は不況の深刻度を示す指標として試算したものであるが,この指標は51年を通じて引
き続き低下している。

(参考)「昭和51年版労働白書」参考資料1 総合的雇用指標について
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2.   労働生産性の日米比較について

行沢健三「労働生産性の国際比較」(創文社,昭和51年)に準拠して,1972年の日本「工業統計表」,アメリカ“Census
of Manufactures"(以下「工業センサス」という)を用いて,日米の労働生産性の測定を行った。

比較方法の概要

1) 規模全規模 

2) 対象品目の選定「工業統計表品目編」(6けたコード)と「工業センサス」(7けたコード)を用いて,出荷額,出
荷数量がわかる共通品目(38品目)を取り出す(第1表)。 

3) 生産数量の算定「工業統計表品目編」(6けたコード)と「工業センサス」(7けたコード)から,それぞれ品目
の出荷数量,出荷額を得る。次いで「工業統計表産業編」(4けたコード)と「工業センサス」(4ケタコード)か
ら,対象品目が含まれる産業の出荷額,在庫額を得る。品目の生産数量を次式により求める。

(イ)成産数量＝産業の出荷額＋産業の在庫額増減/産業の出荷額×品目の出荷数量 

4) 労働者数の算定労働者数は,日米とも4たけコードでしか得られないため,品目ごとの労働者数を次式により
求める。(ロ)労働者数＝品目の出荷額/産業の出荷額×産業の労働者数産業の出荷額以上(イ)(ロ)から日米おの
おのについて品目の生産数量を品目の労働者数で除すことにより,年間労働者1人当たりの品目の生産数量を求
め,この年間労働者1人当たりの品目の生産数量の日米の比を「日米の個別労働生産性格差」とする(第2表)。 

5) 業種別労働生産性指数の作成

上記個別労働生産性格差から業種別労働生産性格差を得るために,「工業統計表産業編」と「工業センサス」
(4けたコード)から品目別,業種別の付加価値額を得,これをウェイトとして用いる(第3表)。アメリカを100とす
る日本の業種別労働生産性格差を次式により求める。

数式

同様な方法により,業種別労働生産性格差から1972年の製造業労働生産性格差を求める。 

6) 時系列指数の作成製造業労働生産性の時系列指数および1960年の業種別生産性指数を次式により求める。 

数式
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7) 自動車産業の労働生産性について

自動車産業の労働生産性格差は,日米間における自動車の排気量など質的差異を考慮し,行沢健三「労働生産性
の国際比較」で推計された労働生産性指数を用いて,前記6)の方法により延長推計したものである(第4表)。 

第1表 日米共通品目一覧表
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第2表 日米労働生産性比較基本数値一覧表
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第3表 日米ウェイト,労働生産性格差一覧表

昭和51年 労働経済の分析



昭和51年 労働経済の分析



第4表 自動車産業の労働生産性
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3.   海外直接投資による国内雇用への影響について

(1)試算は下表の方法により各効果ごとに算定した。

(2)海外直接投資の雇用への影響については,AFL・CIOの分析,アメリカ関税委員会の報告(1973年)の
ほか,最近ではアメリカ労働省の国際貿易・投資の雇用への影響に関する会議(1976年12月)での報告
などの研究がみられる。

AFL・CIOの分析は海外投資の結果雇用輸出が生じたと問題を提起し,これに対し関税委員会はむし
ろ国内の雇用拡大が生じていることもありうるとした。前記会議の報告には,1)海外市場におけるア
メリカ商品の需要の価格弾力性を使って,海外投資により国内で雇用削減が生じていることを示すと
ともに,職業別雇用需要への影響,失業発生に伴う時間的調整過程,長期的な所得分配効果を算定した
もの,2)クロスセクションにより,業種別の技術力,広告力,教育・技能水準等と海外投資および輸出入
の関連を分析し,技術水準が高く,広告力が強い業種ほど海外投資の比率が高い等の分析をしたもの
などがある。 

昭和51年 労働経済の分析
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4.   昭和60年の人口の地域分布と就業者の産業別構成比の推計
(1)   15歳以上人口の地域分布の推計

1) 昭和40年のj地域の(i-5)～(i-1)歳の人口を40Nji-5,45年のi～(i+4)歳の人口を45Njiとすれば,40年か
ら45年にかけてのこのコーホートの変化率はd45Nji=45Nji/40Nji‐5である。同様に45年の(i-5)～(i-
1)歳人口コーホートの50年にかけての変化率はd50Nji=50Nji/45Nji‐5となる。そこで50～55年,55～
60年のコーホートの変化率を次のように仮定した。

数式

こうした仮定のもとに60年の地域別,年齢別の15歳以上人口を算定し,最後に全国計の年齢別人口を
厚生省人口問題研究所推計(51年11月)の60年の人口に合わせ,60年の男女,年齢別人口および15歳以
上人口の地域分布を推計した(第1表)。 

2) 上記の推計はこれまでの傾向を延長した人口の地域間移動が折り込まれているが,50年から60年
にかけて人口移動が起きなかったとした場合の60年の15歳以上人口も推計した(第1表)。この場合
のコーホートの変化率は生存率と一致する。 

3) この2つの推計結果によれば,3大都市圏の15歳以上人口は,50年から60年にかけて自然増,社会増
の両面から,3大都市圏以外の地域よりも大きな増加を示すことになる。 

最近(ここでは49年)の人口の地域間移動が今後も続くとすれば将来どのような人口の地域分布が実現する
かを,マルコフ過程による人口移動分析(昭和48年版「労働白書」参考資料参照)によってみると,49年の人
口移動はまだ3大都市圏への人口集中型であることがわかる。しかし43年,46年の人口移動に比べると,3大
都市圏への集中傾向は大きく低下している(第2表)。

第1表 15歳以上人口の地域分布
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4.   昭和60年の人口の地域分布と就業者の産業別構成比の推計
(2)   地域別就業者の産業別構成比の推計

昭和50年に20～54歳,したがって55年に25～59歳,60年に30～64歳の就業者について,45年から50年はか
けての5歳階級コーホートの変化を50～55年,55～60年に適用して60年の地域,産業別就業者を男女,年齢
別に算出し,それを50年の地域,男女,年齢別の就業率(就業者/人口)と(1)で推計した人口をもとに調整して
60年の推計値とした。

60年の15～19歳,20～24歳,25～29歳,65歳以上の各年齢層については,次の要領で推計した。

45年と50年のj地域のi～(i+4)歳の産業別就業率を 45Lji , 50Lji

とすると,

数式

とすれば60年の産業別就業率を

数式

として(1)で推計した人口をもとに60年の産業別就業者の推計値とした。

このようにして推計した就業者をもとに,60年における地域別就業者の産業別構成比を算出した。

第2表 マルコフ過程による将来人口の分布
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5.   労働力の地域間産業連関分析

「昭和45年地域間産業連関表」をもとに地域別の誘発就業者数を計算した。「地域間産業連関表」は9地
域注1)の10産業部門 注2 )統合表を使用した。地域別の最終需要誘発就業者数は次の式により計算され
る。

L=l〔I-(A-MA * )〕 -1 〔F-MF * 〕

ここで,L:地域別最終需要誘発就業者数行列

l:地域,産業別就業係数注3)行列(対角行列)

A:地域,産業別投入係数行列

A * :A ii を地域内投入係数行列とすれば

数式

M:地域,産業別輸入係数行列(対角行列)

輸入係数は地域内需要に対する輸入額の比率

F:地域,産業別最終需要行列

F * :F ii を地域内最終需要行列(輸出成分をOとする)とすれば

数式

とする。

注1)北海道,東北(青森,岩手,宮城,秋田,山形,福島),関東(新潟,茨城,栃木,群馬,埼玉,千葉,東京,神奈川,山梨,長野,静岡),東海(岐阜,愛
知,三重),北陸(富山,石川),近畿(福井,滋賀,京都,大阪,兵庫,奈良和歌山),中国(鳥取,島根,岡山,広島,山口),四国(徳島,香川,愛媛,高知),
九州(福岡,佐賀,長崎,熊本,大分,宮崎,鹿児島)。
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注2)1.農林,水産 2.鉱業 3.繊維 4.化学 5.金属 6.機械 7.その他の製造業 8.建設 9.運輸 10.その他

注3)「地域間産業連関表」に対応する就業者数の推計は45年の「国勢調査」により,産業別就業者の地域別構成比を算出し,全国の
「昭和45年産業連関表」雇用表の全国数値を地域別に振り分けた。

(参考)通産省「昭和45年地域間産業連関表―作成結果報告書―」(昭和50年12月)

第1表 地域別最終需要別誘発就業者数
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6.   「雇用動向調査」の特別集計について

Uターン労働者の動向を統計的に把握するために,昭和46年～48年の3か年の「雇用動向調査」をもとに労
働省統計情報部において特別集計がなされている。これは「雇用動向調査」が入職者の出身県を設問し
ているのを利用したものである。この特別集計で把握されるUターン労働者は次の条件を備えている。

1)出身県が3大都市圏以外の地域で,かつ出身県に所在する事業所に入職した者。 

2)現在の事業所に入職する前は3大都市圏の事業所に雇用者として就業していた者。 

今回はその後の49,50年の「雇用動向調査」について同様の特別集計をした(第1表,第2表,第3表,第4表,第5
表,第6表)。

なお,この特別集計は「雇用動向調査」を利用しているため,次の産業,規模の入職者はUターン労働者の集
計から漏れる。

産業 農林水産業,サービス業のうちの教育,公務規模 1～4人

第1表 従業先所在地域別Uターン労働者数

第7表は,3大都市圏にある大学,短大を卒業してすぐに3大都市圏以外の出身県に所在する事業所に入職し
た者についての集計表である。

(参考)労働省統計情報部「労働力関係情報―労働力流動の状況―」(昭和50年1月).「労働統計調査月報」
(昭和49年9月号3頁)

第2表 性,年齢,学歴別Uターン労働者数
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第3表 産業別Uターン労働者数
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第4表 職業別Uターン労働者数
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第5表 企業規模別Uターン労働者数
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第6表 就職経路,賃金変動,離職理由別Uターン労働者数
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第7表 大学・短大(3大都市圏)新卒者の出身県就職者

昭和51年 労働経済の分析



  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

昭和51年 労働経済の分析



  

昭和51年労働経済の分析 参考資料
7.   家計消費支出の費目別集中度

ある年齢層の世帯が,他の年齢層の世帯に比べてどのような費目に消費の重点を置いているかをみるため
に,消費支出構成比から費目別集中度を計算した。

各年齢層におけるある費目の支出割合を,全年齢層におけるその費目の支出割合で割った値が集中度であ
る。例えば,昭和50年において世帯主年齢45～49歳の食料費の支出割合は27.8%,教育費の支出割合は
3.5%であるが,これを全年齢層のそれぞれの支出割合(食料費29.9%,教育費2.2%)で割ると,食料費の集中度
は0.93,教育費の支出割合は1.59となり,45～49歳層では食料費よりも教育費に重点が置かれていることが
わかる。この集中度区全費目について計算することにより(第1表),各年齢層で重点的に支出が行われてい
る費目を調べると,次のような特徴がある。

1) 5大費目についてみると,世帯形成の最初の段階で重点が置かれる費目は住居費であり,世帯主の年
齢が高まるにつれて食料費,被服費,雑費に移り,中高年齢層では被服費と雑費に重点が置かれてい
る。高齢層世帯では住居,光熱,食料費の集中度が高い。40年から50年にかけて,このパターンは基本
的に変わっていない(第1図)。

第1図 消費支出の費目別集中度

2) 食料費については,中年層世帯と高齢層世帯で多様な費目に重点的な支出が行なわれているが,中
高年齢層世帯では集中度は低い(第2図)。 

3) 住居費については,若い年齢層では家賃地代に重点が置かれ,年齢が高い層では設備修繕費に重点
が置かれている。家具什器費は,世帯形成の最初の段階である若年層世帯で高いが,最近中高年齢層
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でも集中度が高くなっている(第3図)。 

4) 雑費の中の費目別にみると,若年層では自動車等関係費,中年層では教育費や教養娯楽費,中高年齢
層では教育費や仕送り金,交際費に重点が置かれている。高齢層世帯では保健医療費,たばこ,交通通
信費,教養娯楽費,交際費などの集中度が高い(第4図)。 

第2図 食料費の費目別集中度

第3図 住居・光熱・被服費の費目別集中度
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第4図 雑費の費目別集中度

第1表 消費支出の費目別集中度
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